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第１部 中小企業の動向 

第１章 福岡県経済の動向 

１．世界と日本経済の動向 

１ 世界経済の成長率見通し 

国際通貨基金（IMF）によると、2022 年の世界経済の成長率は 2021 年の 6.0%から 3.5%に下降し、

2023 年は 3.0%に低下すると予測されています。一方、日本の成長率の見通しは 2022 年に 1.7%に下降

したものの、2023 年には 2.0%に上昇すると予測されています。 

 

図 1－1－1 各国の実質経済成長率の推移と見通し 

 
注： ASEAN5は、インドネシア・タイ・マレーシア・フィリピン・ベトナムのことで、ASEAN 人口の約 9割を占める。 

出所：IMF「IMF World Economic Outlook Database October 2023」より作成 
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２ 世界各国の国内総生産と１人当たり国内総生産 

2022年における日本の国内総生産（GDP）は世界３位ですが、2011年からの GDP 伸び率は 67.6%と上

位国の中では大きく低迷しています。また、一人当たり GDP は 32位で、先進国 38 カ国の中でも 21 位

と中位となっています。 

 

表 1－1－2 世界各国の国内総生産（名目）と 1 人当たり国内総生産 

順
位 

国名 
GDP 

(単位:10 億 US＄) 
2011 年からの 

GDP 伸び率 

１人当たり
GDP 

(単位:US＄) 

１人当たり 
GDP の順位 

(先進国※内での順位) 

1 米国 25,463 156.7% 76,343 7(5) 

2 中国 17,886 209.5% 12,670 70(-) 

3 日本 4,238 67.6% 33,854 32(21) 

4 ドイツ 4,086 115.8% 48,756 20(16) 

5 インド 3,390 185.5% 2,392 145(-) 

6 イギリス 3,082 113.9% 45,461 23(18) 

7 フランス 2,780 103.5% 42,350 24(19) 

8 ロシア 2,244 102.4% 15,646 63(33) 

9 カナダ 2,138 116.9% 55,037 13(11) 

10 イタリア 2,012 96.3% 34,085 31(20) 

注：ここでの先進国とは、OECD 加盟国 38 か国のうち、一人当たり GDP が１万 US ドル以下の国を除くと定義 

出所：ＩＭＦ「IMF World Economic Outlook Database, October 2023」より作成 
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３ 世界の貿易動向 

世界貿易額は、前年に続いて 20 兆ドルを超え、過去 20 年間で最高額を更新しました。エネルギーや

食料価格などの高騰が貿易額全体を押し上げたとみられます。また、日本貿易額も円安・物価高の影

響により 30.3％と大幅増となっています。 

 

図 1－1－3 貿易額の推移（世界・日本） 

 

 

 

 
出所：国際貿易センター「INTERNATIONAL TRADE STATISTICS」より作成 
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４ 世界各国の労働生産性 

1 人当たり労働生産性の日本の順位は R3 年度の 28 位から更に低下して 29 位となりました。データ取

得可能な 1970 年以降で最も低い順位に落ち込んでいます。 

 

図 1－1－4 OECD 加盟諸国の就業者 1 人当たり労働生産性（2021 年/38 か国比較） 

    
出所：公益財団法人日本生産性本部「労働生産性の国際比較 2022」より作成 
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２．福岡県経済の動向 

１ 県内総生産と県民所得 

2020 年度の日本経済は、コロナ禍による緊急事態宣言を受け、経済活動の抑制や外出自粛、学校の臨

時休業、諸外国のロックダウン等により、個人消費や外需が大きく下押しされ、第１四半期は大幅な

落ち込みとなりました。その後、社会経済活動の段階的な引上げが図られ、第２四半期から第３四半

期においては前期比でプラス成長となりましたが、第４四半期において医療提供体制にひっ迫感が増

したことに伴い、経済活動の制限措置が講じられ、一部地域を対象に緊急事態宣言が発出されたこと

もあり、前期比で再びマイナス成長に転じました。こうした状況により国内総生産は、名目値で前年

度比 3.5％減の 537 兆 5,615 億円、実質値では同 4.1%減の 527 兆 3,884 億円となりました。 

2020 年度の県内総生産は、日本経済と同様に新型コロナウイルス感染拡大の影響により、運輸・郵便

業、卸売・小売業、宿泊・飲食サービス業などが減少し、名目で前年度比 5.1％減の 18 兆 8,869 億円、

実質で同 6.0％減の 18 兆 5,030 億円となりました。また、県民所得は、企業所得、財産所得（非企業部

門）、県民雇用者報酬が減少したことにより、同 7.3％減の 13 兆 5,049 億円となりました。 

 

表 1－2－1 県内総生産（名目・実質）と県民所得 

（実額（億円）） 

区分 2019 年度 2020 年度 
2021 年度(参考値) 

*2023.9.29 速報 

2022 年度(参考値) 

*2023.9.29 速報 

県内総生産【名目】 198,937 188,869 194,381 201,354 

（対前年度増加率） （-0.7） （-5.1） （2.9） （3.6） 

県内総生産【実質】 196,840 185,030 190,944 196,443 

（対前年度増加率） （-1.2） （-6.0） （3.2） （2.9） 

県民所得 145,610 135,049 - - 

（対前年度増加率） （-0.8） （-7.3）   

出所：福岡県調査統計課「令和 2（2020）年度県内経済・市町村民経済計算報告書」 

「福岡県県民経済計算(県 GDP)四半期別速報［2023 年 4-6 月期）］より作成 
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２ 企業部門の動向 

（１）生産 

2022 年における鉱工業の生産指数は、主要８業種のうち「汎用・生産用機械」の１業種のみ前年を上

回りました。一方、「輸送機械」や「食料品・たばこ」は 2020 年以降減少が続いています。 

 

図 1－2－2 主要業種の鉱工業生産指数の推移（福岡県） 

 
注：2015 年を 100 とする 

出所：福岡県調査統計課「福岡県鉱工業指数」より作成 

 

（２）設備投資 

設備投資額については、2020 年度から３年連続増となっており、旺盛な半導体関連投資や不動産開発

投資の持続により、2023 年度は過去最大の伸びが予測されています。 

 

図 1－2－3 設備投資額の推移（福岡県） 

 
注：2023 年度については計画の数値を記載 

出所：（株）日本政策投資銀行「九州地域設備投資計画調査」より作成  
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（３）貿易 

2022 年における福岡県の貿易額は、2021 年に引き続き、鉱物性燃料や金属類などの資源価格の高騰な

どが影響し、前年比 25.6%増の 10.7 兆円となりました。 

輸出額については、自動車、半導体等電子部品などの増加により、前年から 23.4%増加しました。 

輸入額については、半導体等電子部品、石炭などの増加により、前年から 39.9%増加しました。 

 

図 1－2－4 貿易額（福岡県）及び為替レート（円/US ドル）の推移 

 
出所：門司税関「九州経済圏各県別の貿易」、IMF「Principal Global Indicators」より作成 

 

表 1－2－5 輸出入上位 10 品目（福岡県・2022 年） 

【輸出】                   【輸入】 

順
位 

品目 輸出額(千円) 前年比 
順
位 

品目 輸入額(千円) 前年比 

1 自動車 1,823,828,617 124.3% 1 半導体等電子部品 474,197,398 150.0% 

2 半導体等電子部品 1,229,771,979 137.8% 2 石炭 311,080,257 230.7% 

3 鉄鋼 409,210,330 137.1% 3 無機化合物 174,429,953 221.5% 
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天然ガス及び 
製造ガス 

151,939,569 177.2% 

5 ゴム製品 338,476,729 133.0% 5 
魚介類及び 
同調製品 

130,667,626 141.2% 

6 その他の化学製品 289,472,828 118.7% 6 鉄鋼 128,581,237 135.8% 
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118,641,289 116.7% 

総 計 6,684,087,498 123.4% 総 計 3,734,947,923 139.9% 

出所：財務省「貿易統計」より作成  
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（４）地価 

2022 年の県全体の地価公示価格の対前年平均変動率は、全用途で+4.6%となっており、2015 年から 9

年連続で上昇となっています。また、住宅地も+4.2%で 9 年連続の上昇、商業地も+5.3%で 8 年連続で

上昇しています。 

 

図 1－2－6 地価公示価格 対前年平均変動率の推移（福岡県） 

 
出所:福岡県「令和５年地価公示の概要」より作成 

 

（５）企業倒産 

2022 年における福岡県の企業倒産件数は、３年ぶりに前年を上回りましたが、261 件と直近 10 年では

2 番目に少なく、コロナ禍における各種支援策が奏功していると考えられます。 

 

図 1－2－7 企業倒産の推移（福岡県） 

 
出所：(株)東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」より作成 
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３ 家計部門の動向 

（１）消費 

県内の百貨店・スーパー販売額の推移を見ると、2020 年はコロナ禍での休業や営業時間短縮、外出自

粛、インバウンド消費減少の影響により大きく減少しましたが、2022 年は経済活動が再開したことで

前年比 6.0％増となり、コロナ前の 2019 年とほぼ変わらない水準まで回復しています。 

インターネットを利用した支出は、前年比 19.4%増となり、増加傾向が続いています。 

 

図 1－2－8 百貨店・スーパー販売額の推移（福岡県） 

 
注：2020 年 3 月に水準の調整が行われており、2020 年 2 月以前の結果と時系列で比較する際は注意が必要。 

出所：経済産業省「商業動態統計」 より作成 

 

図 1－2－9 インターネットを利用した支出状況（九州・沖縄） 

 
注：１ヶ月・１世帯あたり支出額（総世帯）。 

注：2015 年 1 月に調査票の変更があったため、2014 年 12 月以前の結果と時系列で比較する際は注意が必要。 

出所：総務省「家計消費状況調査」より作成 
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（２）物価 

消費者物価指数（生鮮食品除く）の推移を見ると、2020年を基準とした 2022年における福岡市の指数

は 101.3、北九州市は 102.2 となりました。2013 年以降、消費者物価指数は増加傾向にあります。 

※県域では、県庁所在地と政令指定都市を対象とした指数のみ作成されています。 

 

図表 1－2－10 消費者物価指数(生鮮食品除く)の推移（全国・福岡市・北九州市） 

 
出所：総務省統計局「2020 年基準消費者物価指数」より作成 
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（３）雇用 

県内における 2022 年の有効求人倍率（平均）は 1.17 倍と、前年の 1.06 倍を 0.11 ポイント上回りまし

た。全国も同様に 1.13 倍から 1.31 倍に増加しています。また、県内の完全失業率は 2.9％となり、前

年から 0.1%減少しました。 

 

図 1－2－11 有効求人倍率の推移（全国・福岡県） 

 
注：数値は季節調整値を使用。 

注：2021 年の有効求人倍率は、福岡労働局「雇用失業情勢（令和３年 12 月分）」の 12 月時点での年平均数値を適用。 

出所：厚生労働省「一般職業紹介状況」、福岡労働局「雇用失業情勢」より作成 

 

図 1－2－12 完全失業率の推移（全国・福岡県） 

 
注：福岡県の完全失業率は、モデル推計によるもので、全国結果に比べ結果精度が十分に確保できないとみられることから、結果の利

用にあたっては留意する必要がある。 

出所：総務省統計局「労働力調査」より作成 
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（４）賃金 

「きまって支給する給与」の年平均額は、一般労働者・パートタイム労働者ともに 2年連続で前年を上

回りました。また、給与額は大企業、中小企業ともに増加傾向にあり、中小企業においては 2022 年に

はじめて 30 万円を超過しました。 

 

図 1－2－13 きまって支給する給与額の推移（全国・福岡県） 

 

 

 
注： 「きまって支給する給与」は所定内給与と超過労働給与をあわせたもの。 

出所 ：厚生労働省「毎月勤労統計調査」、福岡県調査統計課「毎月勤労統計調査地方調査」より作成 

 

図 1－2－14 企業規模別給与額の推移（福岡県） 

 
注：ここでは「給与額」は、6 月分のきまって支給する現金給与額をいう。 

注：大企業とは労働者数 1000 人以上、中小企業とは労働者数 10～999 人と分類している。 

出所 ：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成 
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第２章 中小企業を取り巻く環境 

１．人口減少・少子高齢化 

１ 消費市場の縮小 

福岡県の人口は、2019 年 10 月 1 日時点の推計人口では、調査開始以降、初めて前年比で減少となって

います。また、生産年齢人口（15～64 歳）については、2000 年の 339 万人をピークに減少に転じてお

り、2040 年には 254 万人まで減少することが予測されています。 

高齢者世帯（65 歳以上）の月平均消費支出は、勤労者世帯（生産年齢人口世帯が中心）に比べ、世帯

当たり、一人当たりいずれも不活発です。人口減少※と高齢化は、同時に消費市場を縮小させていきま

す。 

※ 定住人口一人当たりの年間消費額を 130 万円（総務省統計局家計調査算出）とした場合、2060 年に展望される人口

（447 万人）では、2015 年と比べ 63 万人減少するため、8,190 億円規模の消費市場の消失が見込まれますが、これは

2019 年のドラッグストア・コンビニの販売額（8,024 億円）と同程度です。 

 

図 2－1－1 年齢区分別人口の推移（福岡県） 

 
注：上表は、2035 年に出生率 1.80、2045 年に出生率 2.07 が実現した場合の本県人口の推移を推計したもの（福岡県

人口の将来展望より条件引用）。 

出生率 1.80：福岡県「子育て等に関する県民意識調査（2019 年 3 月）」での県民が希望する子ども数に基づく出生

率 

出生率 2.07：国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」で示された、人口が超長期で均衡する

出生率 

出所：福岡県総合政策課「第 2 期福岡県人口ビジョン・地方創生総合戦略」より作成 
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２ 労働力市場の需給状況 

県内における 2022 年の有効求人倍率（平均）は 1.17 倍と、前年の 1.06 倍を 0. 11 ポイント上回りまし

た。また、完全失業率は 2.9％となり、前年から 0.1％減少しました。 

2020 年の国勢調査によると、労働力市場からの退出が進むポスト団塊世代（60～69 歳）と、新たに参入

してくる世代（20～24 歳及び 15～19 歳）との間に人口ギャップがあり、今後の労働力不足が懸念され

ます。 

 

図 2－1－2 有効求人倍率及び完全失業率の推移（福岡県） 

 
注：完全失業率は、モデル推計によるもので、全国結果に比べ結果精度が十分に確保できないとみられることから、結

果の用に当っては留意する必要がある。 

出所：令和５年 1 月 31 日発行 福岡労働局 雇用情勢（令和４年 12 月分）について 福岡労働局有効求人倍率の推移 

    総務省統計局 「令和 4 年 労働力調査年報」 

 

図 2－1－3 年齢階級別人口（福岡県）2020 年 

 
注：労働力人口とは、就業者と完全失業者を合わせたもの。 

出所：「国勢調査」より作成 
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３ 雇用のミスマッチ 

直近の職業別の有効求人倍率を見ると、１倍を大きく超える職業がある一方で、「事務的職業」や

「運搬・清掃等の職業」では 1 倍を下回っており、雇用のミスマッチが生じています。 

一般フルタイムでは「サービスの職業」、「保安の職業」、「生産工程の職業」、「建設・採掘の職

業」で、一般パートタイムでは「販売の職業」、「サービスの職業」、「保安の職業」、「生産工程

の職業」で、それぞれ有効求人倍率が２倍を超える状況となっています。 

図 2－1－4 職業別有効求人倍率の推移（福岡県） 

  
注：常用雇用（雇用契約において雇用期間の定めがないか又は４か月以上の雇用期間が定められているもの（季節労働

を除く））の職業別有効求人倍率。なお、常用パート含む。 

出所：福岡労働局「職業紹介の状況」より作成 

表 2－1－5 職業別、一般フルタイム・一般パートタイム労働者別有効求人倍率 （福岡県） 

 
一般フルタイム 一般パートタイム 

2022 年 8 月 2023 年 8 月 対前年差 2022 年 8 月 2023 年 8 月 対前年差 

職業計 1.15 1.16 0.01 1.28 1.24 -0.04 

管理的職業 2.27 1.84 -0.43 0.14 0.23 0.09 

専門的・技術的職業 1.79 1.77 -0.02 1.72 1.64 -0.08 

事務的職業 0.45 0.42 -0.03 0.67 0.65 -0.02 

販売の職業 1.73 1.97 0.24 3.33 3.03 -0.3 

サービスの職業 2.35 2.62 0.27 3.25 3.31 0.06 

保安の職業 4.46 6.07 1.61 5.44 5.22 -0.22 

農林漁業の職業 0.69 0.83 0.14 1.49 1.72 0.23 

生産工程の職業 2.57 2.43 -0.14 4.43 4.49 0.06 

輸送・機械運転の職業 1.88 2.1 0.22 1.81 2.1 0.29 

建設・採掘の職業 4.63 5.29 0.66 1.37 1.31 -0.06 

運搬・清掃等の職業 0.76 0.81 0.05 1.17 1.23 0.06 

出所：福岡労働局よりデータ⼊⼿・作成  
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２．グローバリゼーションの進展 

１ アジア経済と福岡県経済 

（１）経済成長率 

国際通貨基金（IMF）によると、アジア新興国・地域の経済成長率は、2020 年はコロナ禍により大き

く落ち込みましたが、2021 年には経済活動が再開し、2022 年はベトナムやインドなど、総じて高い成

長率となっています。 

 

図 2－2－1 アジア新興国・地域の経済成長率の推移 

 

出所：IMF「IMF World Economic Outlook Database, April 2023」より作成 

  

6.8

8.0

1.1

-9.0

-6.0

-3.0

0.0

3.0

6.0

9.0

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

世界 ユーロ圏 米国 中国 インド ベトナム 日本(%)



17 

 

（２）貿易 

2022 年の福岡県の最大の貿易相手国は輸出入ともに中国となっていますが、2017 年と比較すると中国

への輸出は増加する一方で、輸入は減少しており ASEAN や台湾の占める割合が増加しています。全国

においても中国からの輸入割合は減る一方で、台湾や豪州が増加している状況です。 

 

図 2－2－2 貿易におけるアジアの割合の推移（全国・福岡県） 

＜全国・輸出＞ 

 
＜全国・輸入＞ 

 
 

＜福岡県・輸出＞ 

 
＜福岡県・輸入＞ 

 
出所：財務省「貿易相手先国上位１０カ国の推移」、門司税関「九州経済圏各県別の貿易」より作成  
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（３）対外投資の動向 

2022 年における県内企業の海外進出件数は、3 件で、累計 834 件となりました。うちアジア地域の累

計件数は、610 件で全体の 73.1％を占めています。 

 

表 2－2－3 県内企業の国・地域別海外進出状況の推移 

進出先 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

アジア   24 22 21 24 29 14 7 2 3 

  韓国 1 1 1 1 2 2    

  中国 6 3 5 3 7 1 1 1 1 

  台湾 2 3 3  2 1    

  香港 1  2 1  1    

  ベトナム 1 2 3 5 2 3 4  1 

  タイ 3 3 1 3 1 3 1   

  シンガポール 4 2 4 4 5   1  

  インドネシア 3 2 1 3 5     

  その他アジア 3 6 1 4 5 3 1  1 

イギリス     1 1      

フランス       1     

ドイツ       1     

イタリア     1       

カナダ    1  1      

アメリカ   3 7 3 3 5 4 2 1  

その他   1 1 8 1 5 5 1 1  

合 計 28 31 34 30 41 23 10 4 3 

注：本社が福岡県に所在し、100%現地法人、現地企業との共同出資が対象である（個人向けサービスを行う支店・店舗、

フランチャイズ展開はカウントしていない）。なお、撤退した企業は除く。 

注：進出企業については、2022 年 12 月現在の数。 

出所：（公財）九州経済調査協会提供資料より作成 

図表２－２－４ 県内企業の国・地域別海外進出状況（累計） 

進出国・地域 進出企業数 進出件数 

アジア  388 610 

  韓国 36 45 

  中国 109 220 

  台湾 32 49 

  香港 26 30 

  ベトナム 34 56 

  タイ 36 57 

  シンガポール 35 46 

  マレーシア 20 25 

  フィリピン 11 13 

  インドネシア 23 29 

  インド 12 23 

  その他 14 17 

イギリス   7 11 

フランス   4 6 

ドイツ   7 16 

イタリア   4 4 

カナダ   4 6 

アメリカ   49 99 

その他   58 82 

合 計 521 834 
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（４）交流人口の動向 

① 福岡県で働く外国人労働者 

全国の外国人労働者数は約 182 万人で、過去最高を更新しており、福岡県の外国人労働者数も 57,393

人で、2015 年（26,323 人）からの 8 年間で倍増しています。国籍別ではベトナム（32.5%）とネパー

ル（18.1%）の割合が高くなっています。また、在留資格別では留学が 32.4%と、全国の 14.2%を大き

く上回っています。 

表 2－2－5 外国人労働者数の推移（全国・福岡県） 

<全国> 

 
出所：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況表一覧（令和４年 10 月末現在）より作成 

<福岡県> 

 
出所：厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況表一覧（令和４年 10 月末現在）より作成  
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うち技術・人文知識・国際業務 213,935 260,556 282,441 291,192 318,850 17.5% 109.5% 49.0%
うち技術 - - - - - - - -
うち人文知識・国際業務 - - - - - - - -
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シェア 前年比 増減率
46,273 52,530 54,957 53,948 57,393 100.0% 106.4% 24.0%
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留学 18,841 20,383 19,872 17,794 18,615 32.4% 104.6% -1.2%
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0 0 0 0 1 0.0% - -
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うちアメリカ 820 812 803 825 776 1.4% 94.1% -5.4%
うちイギリス 400 380 355 347 349 0.6% 100.6% -12.8%

5,380 6,404 6,823 5,476 8,745 15.2% 159.7% 62.5%
うちインドネシア 955 1,240 1,436 1,339 2,129 3.7% 159.0% 122.9%

その他
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② 福岡県への外国人入国者数 

2022 年における福岡県への外国人入国者数は 402 千人となっており、2021 年の 6 千人から増加したも

のの、新型コロナウイルス感染拡大に伴う入国制限の影響が続いており、コロナ禍前の 2019 年と比較

して 85.9％減となっています。 

 

表 2－2－6 外国人入国者数の推移（全国・福岡県） 

<全国> 

 
出所：法務省「出入国管理統計」より作成 

 

<福岡県> 

 
出所：法務省「出入国管理統計」より作成  

（単位：千人）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 構成比 前年比 2022/2018年

総数 32,440 33,214 4,427 354 4,131 100.0% 1166.9% 12.7%
アジア計 25,485 25,926 3,524 225 3,262 79.0% 1449.6% 12.8%
韓国 7,819 5,878 546 36 1,096 26.5% 3043.6% 14.0%
中国 6,931 8,481 1,074 65 233 5.6% 357.8% 3.4%
台湾 4,543 4,667 691 9 345 8.4% 3833.3% 7.6%
中国〔香港〕 2,107 2,178 323 1 258 6.3% 25830.0% 12.3%
インドネシア 402 418 80 7 124 3.0% 1775.7% 30.9%
マレーシア 470 504 78 2 76 1.8% 3820.0% 16.3%
フィリピン 626 774 158 20 187 4.5% 936.0% 29.9%
ベトナム 406 517 160 28 301 7.3% 1076.4% 74.2%
タイ 1,159 1,350 229 6 213 5.2% 3550.0% 18.4%
シンガポール 438 493 56 1 133 3.2% 13340.0% 30.5%

ヨーロッパ計 1,815 2,095 272 62 342 8.3% 552.3% 18.9%
英国 338 426 54 9 63 1.5% 704.4% 18.8%

北アメリカ計 1,966 2,211 298 35 419 10.2% 1198.3% 21.3%
米国 1,551 1,747 230 27 346 8.4% 1281.5% 22.3%

オセアニア計 630 722 162 6 107 2.6% 1785.0% 17.0%
オーストラリア 551 620 145 4 93 2.2% 2317.5% 16.8%

その他 206 234 51 26 0 0.0% 0.4% 0.0%
船舶観光上陸数 2,338 2,026 120 0 0 0.0% - 0.0%

(単位：千人）

2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 構成比 前年比 2022/2018年

3,277 2,845 330 6 402 100.0% 6691.7% 12.3%
2,608 2,251 272 6 391 97.3% 6513.3% 15.0%

韓国 1,708 1,218 122 2 260 64.7% 12980.0% 15.2%
中国 219 231 27 0 3 0.7% ‐ 1.2%
台湾 327 352 50 0 26 6.5% ‐ 8.0%
中国〔香港〕 197 216 32 0 20 5.0% ‐ 10.2%
インドネシア 6 8 1 0 6 1.4% ‐ 95.0%
マレーシア 9 37 6 0 2 0.5% ‐ 23.3%
フィリピン 32 45 9 1 13 3.2% 1300.0% 40.6%
ベトナム 25 31 10 1 22 5.5% 2220.0% 88.8%
タイ 38 59 7 0 25 6.3% ‐ 66.1%
シンガポール 16 19 2 0 5 1.2% ‐ 30.0%

40 48 5 0 4 1.0% ‐ 10.0%
英国 9 13 1 0 1 0.2% ‐ 10.0%
フランス 4 6 0 0 1 0.1% ‐ 12.5%

39 40 6 0 5 1.3% ‐ 13.6%
米国 27 28 4 0 4 0.9% ‐ 14.1%
カナダ 10 11 1 0 1 0.3% ‐ 14.0%

10 13 2 0 1 0.3% ‐ 14.0%
オーストラリア 8 11 1 0 1 0.3% ‐ 13.8%

その他 2 2 0 0 0 0.0% ‐ 0.0%
578 491 45 0 0 0.0% ‐ 0.0%

北アメリカ計

オセアニア計

船舶観光上陸数

総数
アジア計

ヨーロッパ計
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③ 訪日外国人の旅行消費 

2022年の訪日外国人旅行消費額（試算値）は、総額で 8,987億円（推計）であり、2019年の 4兆 8,135

億円と比較して 81.3%の減となっています。 

※コロナ 5 類移行後の 2023 年 4 月～6 月の訪日外国人旅行消費額は、1 兆 2,319 億円となっており、2019 年同期比で

97.2%と回復基調にある。 

 

図 2－2－7 旅行消費額と訪日外国人入国者数の推移（全国・福岡県） 

 

出所：（旅行消費額)観光庁「訪日外国人消費動向調査」（外国人入国者数）法務省「出入国管理統計」 

※旅行消費額について、新型コロナウイルス感染症の影響により、2020 年 4-6 月期から 2021 年 7-9 月期の調査中止の

ため、2020 年は 2020 年 1-3 月期、2021 年は 2021 年 10-12 月期の 1 人当たり旅行支出を用いて試算。 

 

 
出所：（旅行消費額)法務省「出入国管理統計」を基に国の算出方法に準じて算出 

（外国人入国者数）法務省「出入国管理統計」 

※旅行消費額について、2020 年は、2020 年 1-3 月期の全国の旅行消費額を用いて試算。2021 年・2022 年は、全国調査

が、全国籍・地域の数値のみ試算値として公表されているため、福岡県の消費額は算出不可。 
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第３章 県内中小企業の動向 

１．福岡県の産業構造 

１ 中小企業の企業数及び従業者数 

本県の中小企業数は 13 万 5 千者で、県内企業数の実に 99.8％を占め、そのうち小規模企業数は 11 万

者、83.4％を占めています。また、中小企業の従業者数は127 万３千人であり、県内従業者数の 77.7％を

占め、そのうち小規模企業の従業者数は 39 万人、23.9％を占めています。中小企業数は、長期にわた

り減少傾向にあり、2009 年から 2016 年の７年間で 12.7％減少しました。 

 

表 3－1－1 企業数及び従業者数（民営、非一次産業）（全国・福岡県） 

  企業数（2016 年） 従業者数（2016 年） 

 福岡県 全国 福岡県 全国 

大企業 337  0.2% 11,157  0.3% 364,999  22.3% 14,588,963 31.2% 

中小企業 135,052 99.8% 3,578,176 99.7% 1,272,986  77.7% 32,201,032 68.8% 

(中規模企業) 22,168 16.4% 529,786 14.8% 881,334   46.5% 21,763,761  46.5% 

(小規模企業) 112,884  83.4% 3,048,390  84.9% 391,652   23.9% 10,437,271  22.3% 

合 計 135,389  100.0% 3,589,333  100.0% 1,637,985  100.0% 46,789,995 100.0% 

注：企業数及び従業者数は、会社企業と個人経営の企業を集計したものであり、会社以外の法人及び農林漁業は含まれ

ていない。また福岡県分は、県内に本社がある企業を集計したもの。 

出所：中小企業庁「中小企業白書 2023 年版」より作成 

図 3－1－2 企業数の推移（全国） 

  
図 3－1－3 企業数の推移（福岡県） 
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２ 本県産業の特徴 

2020 年度の県内総生産（名目）は、2013 年以降増加傾向にありましたが、新型コロナウイルス感染拡

大の影響により 18 兆 8,869 億円と 2019 年度よりも減少しました。 

本県の産業構造を経済活動別に総生産と就業者数で見ると、製造業、卸売・小売業、保健衛生・社会

事業の規模が大きく※、合計するとシェアは、それぞれ約４割を占めています。 

※不動産業の総生産額は、実際に市場で取引されていない「持ち家の家賃」が含まれているため、順位から除外しています。 

図 3－1－4 産業別県内総生産（名目）の推移(福岡県) 

 
注：その他は、輸入品に課される税・関税から総資本形成に係る消費税を控除したもの。 

出所：福岡県調査統計課「福岡県 県民経済計算（平成 23～令和 2 年度）（平成 27 年基準）」より作成 

 

図 3－1－5 経済活動別県内総生産と就業者数(福岡県) 

  
注：経済活動別の県内総生産の単位未満は四捨五入を原則としているため、県内総生産の合計値と一致しない場合があ

る。 

注：その他は、輸入品に課される税・関税から総資本形成に係る消費税を控除したもの。 

出所：福岡県調査統計課「福岡県 県民経済計算（平成 23～令和 2 年度）（平成 27 年基準）」より作成  
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３ 本県製造業の特徴 

本県製造業の付加価値額は、輸送用機械器具製造業（3,893 億円）、食料品製造業（3,873 億円）、鉄

鋼業（2,586 億円）、の順に大きくなっています。また、従業者数は、食料品製造業（4 万 5 千人）、輸

送用機械器具製造業（3 万 4 千人）、金属製品製造業（２万人）の順に多く、それぞれ合計すると全体

の約４割を占めています。 

本県は３つの自動車メーカーの工場が立地し、年間生産能力 100 万台を超える自動車の一大生産拠点

であり、輸送用機械器具製造業の出荷額は全国第５位となっています。また、食料品製造業は、豊富

で良質な農水産物が調達出来ることや、大消費地に近く物流環境に恵まれていることなどから集積が

進み、出荷額は全国第 10 位です。 

 

図 3－1－6 本県製造業の産業別付加価値額と従業者数(福岡県) 

  
注：数字の単位未満は四捨五入を原則としているため、合計の数値と内容を集計した数値が一致しない場合がある。 

  付加価値額：2021 年実績額、従業者数：2022 年 6 月 1 日現在 

出所：「2022 年経済構造実態調査 製造業事業所調査 「地域別」統計表データ」より作成 

 

図表 3－1－7 輸送用機械器具製造業及び食料品製造業の出荷額 

輸送用機械器具製造業（2021 年）                  食料品製造業（2021 年） 

 
出所：「2022 年経済構造実態調査 製造業事業所調査 「地域別」統計表データ」より作成 
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４ 本県サービス産業の特徴 

本県サービス産業の付加価値額は、卸売業・小売業（2 兆 2,515 億円）、医療・福祉（1 兆 5,132 億

円）、金融業・保険業（5,985 億円）の順に大きくなっています。また、従事者※数は、卸売業,小売業

（46 万 9 千人）、医療,福祉（38 万 4 千人）、宿泊業,飲食サービス業（19 万 3 千人）の順に多く、そ

れぞれ合計すると全体の５割を超えています。 

卸売業,小売業は、北九州市・福岡市の両大都市圏を中心に多くの商業施設が集積しており、事業所数、

売上高ともに第５位と全国的にも高い位置にあります。 

※サービス産業の従事者は、製造業の従業者と異なり、臨時雇用者が含まれています。 

 

図 3－1－8 本県サービス産業の産業別付加価値額と従事者数（福岡県） 

 
注：産業別の付加価値額の単位未満は四捨五入を原則としているため、合計の数値と産業別の数値を集計した数値が一

致しない場合がある。また、外国の会社及び法人でない団体を除く。 

出所：総務省統計局 「令和 3 年経済センサス-活動調査」より作成 

 

図 3－1－9 卸売業・小売業の事業所数及び売上高 

 
出所：総務省統計局「令和３年経済センサス-活動調査」より作成 
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５ 本県産業の労働生産性 

労働者1人当たりの生産活動の効率性を測る指標である労働生産性について、全国水準と比較した本県

の産業については、2021年で「運輸業、郵便業」「教育、学習支援業」など17業種中5 業種で全国水

準を上回りました。一方、雇用全体に占める構成割合の高い「卸売業、小売業」「医療・福祉」「製造業」

では労働生産性が相対的に低くなっています。 

 

図 3－1－10 産業別労働生産性と労働構成比(福岡県) 

 
注：全国水準を 100％とする 

出所：総務省統計局「令和３年経済センサス-活動調査」より作成 

 

 
出所：総務省統計局「令和３年経済センサス-活動調査」より作成  

84.9%

34.6%

102.0%

93.7%
91.4%

77.6%

105.2%
99.2%

85.3%
89.0%

59.5%

100.0%
95.3%

105.6%

43.0%

101.3%

92.8%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

農
林
水
産
業

鉱
業
、
採
石
業
、
砂
利
採
取
業

建
設
業

製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

情
報
通
信
業

運
輸
業
、
郵
便
業

卸
売
業
、
小
売
業

金
融
業
、
保
険
業

不
動
産
業
、
物
品
賃
貸
業

学
術
研
究
、
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
、
娯
楽
業

教
育
、
学
習
支
援
業

医
療
、
福
祉

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

卸売業，小売業

21.1%

医療，福祉 17.2%

製造業 11.8%

サービス業（他に分

類されないもの）

8.7%

宿泊業，飲食サー

ビス業 8.0%

建設業 7.0%

運輸業，郵便業

6.1%

学術研究，専門・技

術サービス業 3.5%

生活関連サービス

業，娯楽業 3.5%

教育，学習支援業

3.2%

不動産業，物品賃貸

業 2.9%
情報通信業 2.8%

金融業，保険業 2.6% 複合サービス事業

0.7%
農林漁業 0.5%

電気・ガス・熱供

給・水道業 0.4%

鉱業，採石業，砂利

採取業 0.0%

事業従事者数

構成比率



27 

 

２．県内中小企業の現状と課題 

１ 開廃業率の推移 

新規開業は、新規参入に伴う企業間競争の促進や技術革新による新市場の創出など、地域の経済成長

を高める効果を持つと考えられます。2022 年度の本県の開業率は 4.53％となり、前年度から 0.65％減

少しましたが、全国の平均値は引き続き上回りました。また、廃業率は 3.39%と前年度から 0.03%増加

しました。 

 

図 3－2－1 開業率の推移（全国・福岡県）  

 
出所： 厚生労働省「雇用保険事業月報・年報」より作成 

 

図 3－2－2 廃業率の推移（全国・福岡県） 

 
出所： 厚生労働省「雇用保険事業月報・年報」より作成 
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２ 中小企業の経営基盤の強化 

（１）人手不足の状況 

本県の中小企業における従業員過不足ＤＩ（現在の従業員数が「過剰と答えた企業の割合」から、

「不足と答えた企業の割合」を引いたもの）は、2009 年頃から全産業で低下傾向となっており、2022

年においても依然として人手不足感が強い状況が続いています。 

図 3－2－3 中小企業の業種別従業員過不足 DI の推移（福岡県） 

 
出所：独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」より作成 

 

（２）資金繰りの状況 

県内中小企業の資金繰り DI（「景気が良い」と感じている企業の割合から、「景気が悪い」と感じて

いる企業の割合を引いたもの）は、2020 年第１四半期に新型コロナウイルス感染拡大の影響により大

きく下降し、持ち直しの動きがみられた後、2022 年第３四半期から上昇に転じております。 

図 3－2－4 企業規模別資金繰り DI の推移（福岡県） 

 
出所：独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」より作成  
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（３）経営者の高齢化と事業承継 

中小企業経営者の年齢分布の推移を見ると、最も多い年齢層が 1995 年の 50～54 歳から、2015 年には

65～69 歳へと移行し、経営者年齢の高齢化が進んでいましたが、2020 年では最も多い年齢層が 60 歳

～74 歳に分散しており、団塊世代の経営者が事業承継や廃業などにより引退していることが考えられ

ます。 

本県が実施したアンケート※1では、60歳以上の経営者の後継者の決定状況として、｢事業を継続したい

が、後継者候補がいない｣、｢自分の代で廃業するので、承継は考えていない｣という事業者が 40%に上

ります。また、「後継者候補はいるが、まだ本人に伝えていない」という事業者が 16％あり、これら

56％の企業に対し、事業承継の取組みを働きかけていくことが重要だと考えられます。 

※1 アンケート調査の概要･･･ 調査対象：県内中小企業 410 社  実施時期：令和 5 年 7 月～8 月 

 

図 3－2－5 中小企業経営者の年齢分布の推移（全国） 

 
注：「2020 年」については、2020 年 9 月末時点のデータを集計している。 

出所：中小企業庁「中小企業白書 2023 年版」より作成 

 

図 3－2－6 60 歳以上の経営者の後継者の決定状況（福岡県） 
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（４）ＤＸ（デジタル化） 

中小企業の競争力維持・強化を図るうえで、既存システムの改修や見直しを進めるべく、DX の推進が

重要となります。本県が実施したアンケート※1 では、7 割の企業が｢DX を知っている｣と回答したもの

の、残り 3 割の企業が依然として｢DX を知らない｣と回答しました。 

「DX を知っている」と回答した企業のうち、「DX を実践中」又は｢取組開始に向けて検討中」と回答

した企業の具体的な取組・検討内容としては、「SNS を活用した情報発信」や「ペーパーレス化」が

特に多く、身近な取組から着手している様子が見られます。 

また、「DXを実践中」の企業のうち、6割を超える企業が「DXの取組が業績にプラスの影響を与えて

いる」と回答しています。一方、DX の取組に向けた課題としては、｢必要なスキルやノウハウがない｣、

｢対応できる人材がいない｣が多く、人材の面で課題を感じている企業が多い状況です。 

※1 アンケート調査の概要･･･ 調査対象：県内中小企業 1,160 社  実施時期：令和 5 年 7 月～8 月 

 

図 3－2－7 ＤＸの取組状況 

 

 

図 3－2－8 ＤＸの具体的な取組・検討内容 

 
注：DX の取組状況について「実施している・検討中」と回答した 450 社を対象（複数回答可）。  
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図 3－2－9 ＤＸの業績への影響 

 
注：DX の取組状況について「実施している」と回答した 267 社を対象 

 

図 3－2－10 ＤＸの取組に向けた課題 

 
注：1,160 社を対象（複数回答可）。 

図 3-2-7～3-2-10 

出所：福岡県商工政策課アンケート調査（令和 5 年 7 月～8 月）より作成 

調査対象：県内中小企業 1,160 社 
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（５）人材育成 

中小企業における人材育成は、人口減少が進む中、競争力強化や生産性向上だけでなく、事業継続の

観点からも重要な取組です。本県が実施したアンケート※1 では、人材の確保状況について、49.3%が

｢不足｣又は｢やや不足｣、49.7%が｢適切｣と回答しました。｢不足｣又は｢やや不足｣と回答した企業におい

ては、不足している人材として｢即戦力（業界経験者）｣が最も多く、生産年齢人口の減少や企業間に

おける人材獲得競争の激化が要因と考えられます。また、人材育成については｢特に行っていない｣が

多く、人材育成の取組を妨げる要因として、｢指導・育成を行う能力のある社員がいない、もしくは不

足している｣という指導者側の要因や、｢社員が多忙で、教育を受けている時間がない｣という職場環境

に係る要因が多い状況です。 

※1 アンケート調査の概要･･･ 調査対象：県内中小企業 1,160 社  実施時期：令和 5 年 7 月～8 月 

図 3－2－11 人材の確保状況 

 

 

図 3－2－12 不足している人材 

 
注：人材の確保について「不足・やや不足」と回答した 609 社を対象。 
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図 3－2－14 人材育成の取組状況 

 
注：1,160 社を対象（複数回答可） 

 

図 3－2－15 人材育成の取組を妨げる要因 

 
注：人材育成の取組状況について「特に行っていない」と回答した 480 社を対象（複数回答可） 
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出所：福岡県商工政策課アンケート調査（令和 5 年 7 月～8 月）より作成 
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３．地域経済の動向 

１ 地域別総生産 

総生産を県内４地域※1別に見ると、2020 年度の総生産額 18 兆 8,869 億円※2のうち、福岡地域が 10 兆

2,813 億円と 54.4%を占め、続いて北九州地域 4 兆 6,959 億円（24.9％）、筑後地域 2 兆 5,909 億円

（13.7％）、筑豊地域 1 兆 3,188 億円（7.0％）の順となっています。 

※１ 北九州地域：北九州市、行橋市、豊前市、中間市、遠賀郡、京都郡、築上郡 

福岡地域：福岡市、筑紫野市、春日市、大野城市、宗像市、太宰府市、古賀市、福津市、朝倉市、糸島市、那珂川市、糟屋郡、 

朝倉郡 

   筑後地域：大牟田市、久留米市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、小郡市、うきは市、みやま市、三井郡、三潴郡、八女郡 

   筑豊地域：直方市、飯塚市、田川市、宮若市、嘉麻市、鞍手郡、嘉穂郡、田川郡 

※２ 各地域の総生産額は単位未満を四捨五入しているため、各地域の総生産額の合計と県内総生産額は一致しません。 

 

図 3－4－1 地域別市町村内総生産の推移 

 
出所：福岡県調査統計課「福岡県 県民経済計算（平成 23～令和 2 年度）（平成 27 年基準）」より作成 
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２ 地域別事業所数及び従業者数 

2021 年の県内の事業所数は、福岡地域が 109,646 事業所と最も多く、県全体の 51.0%を占めています。

福岡地域は従業者数についても1,275,497人と最大となっています。5年前の2016年時点と比べると、

従業者数は筑後地域を除き増加していますが、事業所数は福岡地域を除いて減少しています。 

 

表 3－4－2 地域別の民営事業所数及び従業者数 

 2016 年 2021 年 2016 年 2021 年 

1 事業所

当たり 

従業者数 

 事業所数 
構成比 

（％） 
事業所数 

構成比 

（％） 

増減率 

（％） 
従業者数 

構成比 

（％） 
従業者数 

構成比 

（％） 

増減率 

（％） 
(2021 年) 

福岡県 212,649 100.0 210,530 100.0 △1.0 2,236,269 100.0 2,309,989 100.0 3.3 11.0 

北九州地域 53,453 24.4 51,341 25.0 △4.0 547,070 24.5 550,073 23.8 0.5 10.7 

福岡地域 107,008 52.1 109,646 51.0 2.5 1,208,188 54.0 1,275,497 55.2 5.6 11.6 

筑後地域 35,757 16.1 33,853 16.5 △5.3 318,288 14.2 317,508 13.8 △0.2 9.4 

筑豊地域 16,431 7.4 15,690 7.5 △4.5 162,723 7.3 166,911 7.2 2.6 10.6 

注：事業所数（事業内容等不詳の事業所を含む）及び従業者数（事業内容等不詳の事業所を除く）は、民営事業所数を

集計したものであり、公務は含まれていない。 

出所：福岡県調査統計課「令和 3 年経済センサス-活動調査（確報）産業横断的集計(福岡県分)」より作成  
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３ 地域別の付加価値額と従業員数 

＜北九州地域＞ 

製造業の付加価値額は、鉄鋼業、化学工業を中心に 9,479 億円で、県全体の 38.4%を占め、４地域最大

です。従業者数は、金属製品製造業、鉄鋼業などで 79,512 人、県全体の 36.0％を占めます。 

サービス産業は、卸売業,小売業と医療,福祉が付加価値額と従事者数ともに大きなシェアを占めていま

す。一方で、同じ大都市圏である福岡地域と比べて情報通信業の割合は低くなっています。 

※サービス産業の従事者は、製造業の従業者と異なり、臨時雇用者が含まれる。 

※数字の単位未満は四捨五入を原則としているため、合計の数値と内容を集計した数値が一致しない場合がある。 

 

図 3－4－3 北九州地域の製造業の付加価値額及び従業者数 

 

 
出所：総務省統計局 「令和 3 年経済センサス-活動調査」より作成 

 

図 3－4－4 北九州地域のサービス産業の付加価値額及び従事者数 

 

 
注：外国の会社及び法人でない団体を除く。 

出所：総務省統計局 「令和 3 年経済センサス-活動調査」より作成 
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＜福岡地域＞ 

製造業の付加価値額は、7,420 億円と県全体の 30.1％であり、その中でも食料品製造業が付加価値額

34.4%（2,553 億円）、従業者数 43.6%（28,470 人）と大きな割合を占めています。 

サービス産業は、付加価値額、従事者数ともに、福岡地域は県内の約６割のシェアとなっています。 

また、業種別では、卸売業,小売業が付加価値額、従事者数ともに大きなウエイトを占め、また、情報

通信業の割合が県内４地域で最も高くなっています。 

※サービス産業の従事者は、製造業の従業者と異なり、臨時雇用者が含まれる。 

※数字の単位未満は四捨五入を原則としているため、合計の数値と内容を集計した数値が一致しない場合がある。 

 

図 3－4－5 福岡地域の製造業の付加価値額及び従業者数 

 

    
出所：総務省統計局 「令和 3 年経済センサス-活動調査」より作成 

 

図 3－4－6 福岡地域のサービス産業の付加価値額及び従事者数 

 

  
注：外国の会社及び法人でない団体を除く。 

出所：総務省統計局 「令和 3 年経済センサス-活動調査」より作成 
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＜筑後地域＞ 

製造業の付加価値額は 4,526 億円で、県全体の 17.4％となっており、中でも県内有数の農業地域であ

ることを背景に食料品製造業、大手企業を中心とした化学工業のほか、生産用機械器具製造業の割合

が高くなっています。 

サービス産業では、卸売業,小売業のほか、医療,福祉が付加価値額、従事者数ともに大きな割合を占め

ています。 

※サービス産業の従事者は、製造業の従業者と異なり、臨時雇用者が含まれる。 

※数字の単位未満は四捨五入を原則としているため、合計の数値と内容を集計した数値が一致しない場合がある。 

 

図 3－4－7 筑後地域の製造業の付加価値額及び従業者数 

 

  
出所：総務省統計局 「令和 3 年経済センサス-活動調査」より作成 

 

図 3－4－8 筑後地域のサービス産業の付加価値額及び従事者数 

 

  
 注：外国の会社及び法人でない団体を除く。 

出所：総務省統計局 「令和 3 年経済センサス-活動調査」より作成 
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＜筑豊地域＞ 

製造業の付加価値額は 3,481 億円で、県全体の 14.1％となっており、自動車関連企業の立地に伴い、

従業者数とともに輸送用機械器具製造業の割合が最も高くなっています。 

サービス産業の付加価値額は、卸売業,小売業の割合が最も大きくなっています。一方で、従事者数は、

医療,福祉の割合が他地域と比べて最も高くなっています。 

※サービス産業の従事者は、製造業の従業者と異なり、臨時雇用者が含まれる。 

※数字の単位未満は四捨五入を原則としているため、合計の数値と内容を集計した数値が一致しない場合がある。 

 

図 3－4－9 筑豊地域の製造業の付加価値額及び従業者数 

 

  
出所：総務省統計局 「令和 3 年経済センサス-活動調査」より作成 

 

図 3－4－10 筑豊地域のサービス産業の付加価値額及び従事者数 

 

  
注：外国の会社及び法人でない団体を除く。 

出所：総務省統計局 「令和 3 年経済センサス-活動調査」より作成 
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